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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「大和ベストチョイス・オープン」
は、このたび、第₂₁期の決算を行ないまし
た。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<1803(5703)>

大和ベストチョイス・オープン

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないま
す。

主要投資対象 わが国の証券取引所第一部上場株式

運 用 方 法

①運用にあたっては，日本経済の構造的な
転換の中で、新しい時代をとらえ、将来性、
成長性が期待される企業の株式を厳選して
投資します。
②銘柄の選定は、企業業績の変化、技術力・
商品開発力の有無、ニュービジネス・事業
の再構築への取組み、各種投資指標等の観
点を重視して行ないます。
③株式以外の資産への投資は、原則として
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、配当等収益と売買益（評価
益を含みます。）等の全額とし、分配対象額
から、基準価額の水準を勘案して分配しま
す。



大和ベストチョイス・オープン

■最近 5期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₇期末（₂₀₁₁年 ₃ 月₂₄日） ₆, ₇₁₂ ₀ △ ₇. ₃ ₈₅₃. ₉₅ △ ₁₀. ₃ ₉₇. ₂ ― ₃₄₆
₁₈期末（₂₀₁₂年 ₃ 月₂₆日） ₆, ₈₆₄ ₀ ₂. ₃ ₈₅₁. ₈₂ △ ₀. ₂ ₉₅. ₇ ― ₃₃₅
₁₉期末（₂₀₁₃年 ₃ 月₂₅日） ₈, ₅₉₇ ₁₀₀ ₂₆. ₇ ₁, ₀₄₇. ₂₉ ₂₂. ₉ ₉₇. ₆ ― ₃₉₆
₂₀期末（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₄日） ₁₀, ₃₉₉ ₃₅₀ ₂₅. ₀ ₁, ₁₆₃. ₀₄ ₁₁. ₁ ₉₂. ₇ ― ₄₄₁
₂₁期末（₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日） ₁₂, ₄₉₉ ₁, ₈₀₀ ₃₇. ₅ ₁, ₅₈₇. ₅₉ ₃₆. ₅ ₉₇. ₅ ― ₄₆₇

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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大和ベストチョイス・オープン

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₃₉₉円　期末：₁₂, ₄₉₉円（分配金₁, ₈₀₀円）　騰落率：₃₇. ₅％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年₁₀月に一時大きく調整したものの、その後は日銀の追加緩和などもあり急速に反転上昇したこと
により、基準価額は値上がりしました。
◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、混迷が深まるウクライナ情勢や消費税率引上げへの懸念から、₂₀₁₄年 ₅ 月中旬まで低迷し
た状態が続きました。 ₅ 月下旬からは、米国経済の着実な回復や国内企業業績の改善、法人税率引下げ方針の決定、コー
ポレートガバナンス（企業統治）改革への期待、円安の進行などにより株価は上昇しました。 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にか
けては、世界経済の先行き不透明感やエボラ出血熱の感染拡大への懸念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などにより、株
価は下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外の追加金融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）
の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な進行などを受けて、株価は急速に上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急
落によるロシア経済悪化への懸念やギリシャの政治情勢混迷によるユーロ不安などから下落する局面もありましたが、Ｅ
ＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定や日米景気の着実な回復、良好な株式需給関係などを受けて、株価は期
末にかけて上昇しました。

年　　月　　日
基 準 価 額 T O P I X 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₃ 月₂₄日 ₁₀, ₃₉₉ ― ₁, ₁₆₃. ₀₄ ― ₉₂. ₇ ―

₃ 月末 ₁₀, ₇₀₉ ₃. ₀ ₁, ₂₀₂. ₈₉ ₃. ₄ ₉₆. ₅ ―
₄ 月末 ₁₀, ₂₅₈ △ ₁. ₄ ₁, ₁₆₂. ₄₄ △ ₀. ₁ ₉₄. ₀ ―
₅ 月末 ₁₀, ₅₈₈ ₁. ₈ ₁, ₂₀₁. ₄₁ ₃. ₃ ₉₅. ₆ ―
₆ 月末 ₁₁, ₂₆₉ ₈. ₄ ₁, ₂₆₂. ₅₆ ₈. ₆ ₉₄. ₃ ―
₇ 月末 ₁₁, ₇₇₄ ₁₃. ₂ ₁, ₂₈₉. ₄₂ ₁₀. ₉ ₉₇. ₈ ―
₈ 月末 ₁₁, ₈₉₀ ₁₄. ₃ ₁, ₂₇₇. ₉₇ ₉. ₉ ₉₇. ₉ ―
₉ 月末 ₁₂, ₃₃₀ ₁₈. ₆ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₁₄. ₀ ₉₅. ₃ ―
₁₀月末 ₁₂, ₂₆₅ ₁₇. ₉ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₁₄. ₇ ₉₈. ₆ ―
₁₁月末 ₁₃, ₀₁₂ ₂₅. ₁ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₂₁. ₃ ₉₇. ₂ ―
₁₂月末 ₁₂, ₉₉₄ ₂₅. ₀ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₂₁. ₀ ₉₈. ₂ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₃, ₀₈₃ ₂₅. ₈ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₂₁. ₇ ₉₆. ₇ ―
₂ 月末 ₁₃, ₇₁₂ ₃₁. ₉ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₃₁. ₀ ₉₇. ₉ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日 ₁₄, ₂₉₉ ₃₇. ₅ ₁, ₅₈₇. ₅₉ ₃₆. ₅ ₉₇. ₅ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

2



大和ベストチョイス・オープン

◆前期における「今後の運用方針」

〈株式組入比率〉
基本的に₉₀％程度以上の株式組入比率を維持する方針です。ただし、景気や企業業績に対する見通しの大幅な悪化、

為替や株式需給の動向などにより株価の下落が予想される場合には、一時的に組入れを引下げることも検討します。
〈ポートフォリオ〉
（₁）業種構成

独自の成長性を持つ銘柄が多いサービス業、新たな海外事業への取組みによる成長期待からソフトバンクを中心
に情報・通信業に重点を置き、貸し出しの本格的な増加がいまだ期待しがたい銀行業をアンダーウエートとする資
産配分を当面維持する方針です。

（₂）個別銘柄
①相対的に堅調な業績を維持できる企業や海外の経済成長から業績拡大が期待できる銘柄、②環境関連やインフ

ラ整備など世界的な景気対策・成長戦略から恩恵を受ける銘柄、③リストラやＭ＆Ａ（企業の合併・買収）などに
より収益性改善や事業拡大を図る銘柄、④高度な技術力や市場展開力などにより需要拡大や高付加価値化を図る企
業などに注目し、ＰＢＲ（株価純資産倍率）、ＰＥＲ（株価収益率）、配当利回りなどの指標から見て株価に割安感
のある銘柄を中心に投資していく方針です。

◆ポートフォリオについて
株式組入比率（株式先物を含む。）は、国内株式市況が、期首よりウクライナ情勢や消費税率引上げへの懸念から低迷し

た状態が続きましたが、米国経済の回復や日銀の追加緩和もあったことなどから、期を通して₉₁～₉₉％台で推移させまし
た。

業種構成は、電気機器、化学、小売業などの比率を引上げる一方、不動産業、銀行業、情報・通信業などの比率を引下げ
ました。

個別銘柄では、円安進行の恩恵、業績見通しや株価指標などを考慮し、ミクシィ、竹内製作所、ソニーなどを新規に組入
れました。一方、ピジョン、エムスリー、ソフトバンクなどを全部または一部売却しました。
◆参考指数との差異について

当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₃₆. ₅％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₃₇. ₅％となりました。ＴＯＰＩＸ

の騰落率を下回った情報・通信業や不動産業をオーバーウエートとしていたこと、ＴＯＰＩＸの騰落率を上回った医薬品や
陸運業をアンダーウエートしていたことなどがマイナス要因となりました。一方で、個別銘柄では、ピジョン、アルプス電
気、ミクシィなどがプラス要因となりました。

（％）
40. 0
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当　期
（2014. 3. 24～2015. 3. 24）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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大和ベストチョイス・オープン

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁, ₈₀₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日
～₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₁, ₈₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₁₂. ₅₉
当 期 の 収 益（円） ₁, ₈₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₃, ₆₆₂
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₄₄. ₇₇円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁, ₉₀₇. ₀₉
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁, ₁₁₇. ₆₃
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₂, ₂₉₃. ₃₂
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₅, ₄₆₂. ₈₃
（ｆ）分 配 金 ₁, ₈₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₃, ₆₆₂. ₈₃
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　国内株式市況は、国内外の金融緩和や円安進行、安倍政権の政策、国内企業の業績回復、株主還元強化期待、ＧＰＩＦや日
銀による買いなど良好な株式需給などが引続き株価の押し上げ要因になると考えており、株式組入比率は₉₀％程度以上の高位
を維持する方針です。銘柄の選別にあたっては、企業業績の変化、技術力・商品開発力の有無、ニュービジネス・事業の再構
築への取組み、株主還元方針に加え、ＰＢＲ、ＰＥＲ等のバリュエーション指標を重視し投資していく方針です。
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大和ベストチョイス・オープン

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₂, ₁₈₆, ₃₇₆千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₄₆₃, ₁₆₈千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₄. ₇₂ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₁, ₀₆₄. ₈ ₁, ₀₄₀, ₃₆₆ ₉₈₇. ₃ ₁, ₁₄₆, ₀₀₉ 
（△ ₁₂. ₆₄） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（2）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₆₂ ₆₃ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■ 1万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₃. ₂₅～₂₀₁₅. ₃. ₂₄）
金　額 比　率

信託報酬  ₁₁₉円 ₀. ₉₉₃％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₁, ₉₃₇円です。

（投信会社）  （₆₁）  （₀. ₅₁₅） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₄₄）  （₀. ₃₇₀） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₁₃）  （₀. ₁₀₈） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₄₈   ₀. ₄₀₀  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₄₆）  （₀. ₃₈₉） 
（先物）  （₁）  （₀. ₀₁₁） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₁   ₀. ₀₀₅  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₆₇   ₁. ₃₉₈  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。 
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。   

5



大和ベストチョイス・オープン

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₁, ₀₄₀ ₇₉ ₇. ₆ ₁, ₁₄₆ ₁₃₁ ₁₁. ₅ 

株式先物取引 ₆₂ ₆₂ ₁₀₀. ₀ ₆₃ ₆₃ ₁₀₀. ₀ 

コール・ローン ₄, ₁₈₇ ― ― ― ― ― 

（3）期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁, ₉₁₄千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₂₇₈千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₁₄. ₅％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第1 1 条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、日の出証
券、大和証券です。

（2）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって
発行される有価証券

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日まで）

種　　　　　類 当　　　　　期
買　　付　　額

百万円

株　　　　　式 ₃
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日から₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ミクシィ ₄. ₈  ₂₃, ₆₁₀  ₄, ₉₁₈  ソフトバンク ₄. ₁  ₂₉, ₀₁₆  ₇, ₀₇₇ 
マツダ ₃₀  ₁₄, ₆₀₉  ₄₈₆  ピジヨン ₃. ₇  ₂₄, ₅₆₃  ₆, ₆₃₈ 
竹内製作所 ₃  ₁₄, ₁₄₀  ₄, ₇₁₃  日本電信電話 ₃. ₂  ₂₀, ₂₄₅  ₆, ₃₂₆ 
日本電信電話 ₂  ₁₃, ₉₃₇  ₆, ₉₆₈  マツダ ₁₆  ₁₉, ₀₃₉  ₁, ₁₈₉ 
日本航空 ₃. ₂  ₁₃, ₅₆₈  ₄, ₂₄₀  エムスリー ₉ ₁₈, ₁₃₃  ₂, ₀₁₄ 
野村ホールディングス ₁₉. ₅  ₁₃, ₄₉₁  ₆₉₁  川崎汽船 ₅₀  ₁₆, ₁₀₉  ₃₂₂ 
川崎汽船 ₅₀ ₁₂, ₂₄₁  ₂₄₄  三井不動産 ₅ ₁₆, ₁₀₆  ₃, ₂₂₁ 
三井物産 ₇  ₁₁, ₉₅₁  ₁, ₇₀₇  野村ホールディングス ₂₂. ₅ ₁₅, ₈₀₁  ₇₀₂ 
モルフォ ₂. ₅  ₁₁, ₁₇₄  ₄, ₄₆₉  三菱地所 ₆ ₁₅, ₂₃₉  ₂, ₅₃₉ 
アルプス電気 ₈ ₁₁, ₀₇₂  ₁, ₃₈₄  シスメックス ₃. ₅ ₁₄, ₇₉₅  ₄, ₂₂₇ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。
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■組入資産明細表
国 内 株 式
（上場株式）

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

建設業（4． 7％）
安藤・間 ₂₀ ₃. ₅ ₂, ₃₉₄
東急建設 ― ₃. ₅ ₂, ₄₂₅
常磐開発 ― ₅ ₂, ₃₉₀
西松建設 ₂₀ ― ―
東鉄工業 ₁. ₃ ― ―
名工建設 ₂ ― ―
福田組 ― ₃ ₂, ₃₇₆
テノックス ― ₅ ₃, ₆₅₀
日本基礎技術 ― ₆ ₂, ₆₄₀
ユアテック ― ₃ ₂, ₅₈₉
日揮 ₁ ― ―
高田工業所 ― ₃. ₉ ₂, ₇₆₉
食料品（3． 4％）

森永製菓 ― ₄ ₁, ₇₀₄
江崎グリコ ₅ ₀. ₉ ₄, ₄₃₇
亀田製菓 ― ₀. ₄ ₁, ₉₁₈
プリマハム ₁₀ ₁₀ ₃, ₃₉₀
アサヒグループホールディン ₁ ― ―
ダイドードリンコ ₀. ₅ ― ―
太陽化学 ― ₂ ₁, ₈₁₀
AFC-HD アムスライフサイエン ― ₃ ₂, ₁₂₇

繊維製品（0． 4％）
帝人 ₁₅ ― ―
サカイ オーベックス ― ₉ ₁, ₈₁₈
化学（11． 5％）

住友化学 ₆ ― ―
住友精化 ― ₃ ₂, ₆₁₀
東ソー ― ₅ ₂, ₉₅₀
ダイソー ― ₅ ₂, ₁₄₀
関東電化 ― ₅ ₃, ₈₇₅
第一稀元素化学工 ― ₀. ₇ ₂, ₈₅₆
日本化学工業 ― ₅ ₁, ₃₈₅
伊勢化学工業 ₃ ― ―
本州化学 ― ₃ ₃, ₀₁₅
タイガース ポリマー ― ₃. ₅ ₃, ₀₃₈
第一化成 ― ₃ ₂, ₄₂₄
ダイキアクシス ― ₁. ₂ ₁, ₃₄₁
竹本容器 ― ₂. ₅ ₃, ₀₉₀
花王 ― ₀. ₅ ₃, ₀₀₈
ＤＩＣ ₂₀ ₁₇ ₅, ₇₉₇
ドクターシーラボ ― ₀. ₄ ₁, ₇₇₆
ポーラ・オルビス HD ― ₀. ₄ ₂, ₅₅₂
荒川化学工業 ― ₁. ₃ ₁, ₆₈₃
イハラケミカル ― ₁ ₁, ₆₈₁
有沢製作所 ― ₁. ₈ ₂, ₀₀₇

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

日東電工 ₀. ₃ ― ―
藤森工業 ― ₀. ₄ ₁, ₄₁₆
信越ポリマー ― ₃. ₅ ₂, ₀₈₆
ニフコ ₁. ₅ ― ―
パーカーコーポレーション ― ₃ ₁, ₆₇₇

医薬品（1． 7％）
日本新薬 ― ₁ ₄, ₁₃₅
科研製薬 ― ₁ ₃, ₇₇₀
ペプチドリーム ₀. ₁ ― ―

石油・石炭製品（0． ₉％）
富士石油 ― ₅. ₂ ₂, ₁₉₄
ＭＯＲＥＳＣＯ ― ₀. ₉ ₁, ₈₁₀
JX ホールディングス ₆ ― ―

ゴム製品（1． 8％）
東洋ゴム ― ₂. ₆ ₆, ₂₂₁
相模ゴム ― ₃ ₁, ₈₉₀

ガラス・土石製品（―）
ジオスター ₇ ― ―

鉄鋼（0． ₉％）
新日鐵住金 ₁₀ ― ―
日新製鋼 ― ₁. ₂ ₁, ₈₀₀
丸一鋼管 ₀. ₆ ― ―
栗本鉄工所 ― ₉ ₂, ₁₅₁

非鉄金属（1． 0％）
日本軽金属ＨＤ ― ₈. ₇ ₁, ₆₇₀
住友電工 ₁ ― ―
オーナンバ ₂ ― ―
アーレステイ ― ₃. ₅ ₂, ₇₀₅

金属製品（0． 5％）
岡部 ₄. ₈ ― ―
日本発条 ― ₁. ₇ ₂, ₁₀₉

機械（₉． 1％）
ツガミ ― ₄ ₃, ₁₉₆
アイダエンジニア ₂ ― ―
牧野フライス ― ₂ ₂, ₀₃₂
ソデイツク ― ₁. ₇ ₁, ₈₄₂
日進工具 ― ₀. ₉ ₁, ₈₆₃
やまびこ ― ₀. ₄ ₂, ₂₅₆
平田機工 ― ₂. ₂ ₁, ₈₇₀
瑞光 ₁. ₃ ― ―
日精樹脂工業 ― ₃. ₈ ₅, ₁₉₀
オカダアイヨン ₆ ― ―
日工 ₃ ― ―
巴工業 ― ₁. ₃ ₂, ₃₀₇
北川鉄工所 ― ₅ ₁, ₂₉₀
北越工業 ― ₁. ₅ ₁, ₅₀₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

椿本チエイン ₁ ― ―
タダノ ₃ ₁ ₁, ₆₄₉
フジテック ₆ ― ―
竹内製作所 ― ₂. ₆ ₁₃, ₇₀₂
ＪＵＫＩ ― ₇ ₂, ₉₁₂
セガサミーホールディングス ₂. ₅ ― ―
マキタ ₁ ― ―
電気機器（18． 2％）

日本電産 ₀. ₂ ― ―
ダブル・スコープ ― ₂. ₆ ₂, ₂₆₄
寺崎電気産業 ― ₁. ₃ ₁, ₈₁₈
戸上電機 ― ₃ ₁, ₈₀₃
オムロン ₀. ₅ ― ―
エスケーエレクトロニクス ― ₁. ₇ ₂, ₉₉₃
富士通 ― ₃ ₂, ₅₄₂
ソニー ― ₂. ₆ ₈, ₅₉₆
ＴＤＫ ― ₀. ₇ ₆, ₃₀₀
アルプス電気 ₁ ₂. ₆ ₇, ₆₇₀
鈴木 ― ₂. ₂ ₂, ₆₄₀
日本トリム ₀. ₈ ― ―
フオスター電機 ― ₀. ₉ ₂, ₈₀₈
リオン ― ₁. ₃ ₂, ₀₀₅
日本光電工業 ― ₀. ₃ ₁, ₈₉₉
日本電子材料 ― ₂. ₆ ₂, ₀₆₉
キーエンス ― ₀. ₁ ₆, ₆₉₃
シスメックス ₁ ₀. ₅ ₃, ₂₆₅
千代田インテグレ ― ₁. ₃ ₃, ₆₀₃
ヘリオステクノＨ ― ₅. ₂ ₂, ₇₉₂
エノモト ― ₇ ₃, ₂₈₃
山一電機 ― ₂. ₆ ₂, ₆₂₆
ファナック ₀. ₇ ₀. ₃ ₈, ₁₄₆
エンプラス ₀. ₈ ― ―
太陽誘電 ― ₁ ₁, ₇₅₇
村田製作所 ₀. ₈ ₀. ₃ ₅, ₂₅₉
リコー ₁ ― ―
輸送用機器（₆． 0％）

ダイハツデイーゼル ― ₁ ₇₇₂
デンソー ₁. ₇ ― ―
川崎重工業 ― ₆ ₃, ₇₃₈
トヨタ自動車 ₂ ₁. ₇ ₁₄, ₇₇₁
三菱自動車工業 ₁. ₅ ― ―
タチエス ₁. ₅ ― ―
マツダ ₁₀ ― ―
本田技研 ₃ ― ―
ヤマハ発動機 ― ₂. ₂ ₆, ₃₀₅
イクヨ ― ₇ ₁, ₇₆₄
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（上場予定株式）

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
情報・通信業（0． 1%）
　Ａｉｍｉｎｇ ― ₀. ₃ ₂₇₆ 
　ｓＭｅｄｉｏ ― ₀. ₁ ₂₅₂ 

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ― ₀. ₄  ₅₂₈ 

銘柄数＜比率＞ ― ₂銘柄 ＜₀. ₁％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

ジャムコ ₁. ₅ ― ―
精密機器（3． ₆％）

ブイ・テクノロジー ― ₁ ₂, ₄₅₅
トプコン ₂ ₂. ₆ ₇, ₇₅₈
オリンパス ₂ ― ―
朝日インテック ₂. ₅ ₀. ₄ ₃, ₀₉₆
ＩＭＶ ― ₅ ₃, ₀₀₅
CYBERDYNE ₀. ₁ ― ―

その他製品（1． 3％）
共立印刷 ₅ ― ―
萩原工業 ― ₁. ₅ ₃, ₀₉₆
ピジヨン ₂. ₈ ₀. ₃ ₂, ₉₅₈
三菱鉛筆 ₁ ― ―

電気・ガス業（―）
九州電力 ₁. ₅ ― ―
陸運業（2． 4％）

SBS ホールディングス ― ₂. ₆ ₂, ₂₈₂
鴻池運輸 ― ₀. ₉ ₂, ₃₂₆
サカイ引越センター ₁. ₃ ― ―
セイノーホールディングス ― ₂. ₆ ₃, ₆₈₁
名鉄運輸 ― ₁₀ ₂, ₅₂₀

海運業（2． 0％）
日本郵船 ₁₀ ― ―
商船三井 ― ₁₇ ₇, ₂₄₂
東栄リーファーライン ― ₃. ₅ ₁, ₈₃₀

空運業（0． 8％）
日本航空 ― ₀. ₉ ₃, ₅₁₉

倉庫・運輸関連業（1． 1％）
トランコム ― ₀. ₆ ₃, ₃₄₈
キユーソー流通システム ― ₁. ₃ ₁, ₈₄₇

情報・通信業（7． 0％）
クロスキャット ― ₂ ₁, ₀₆₆
モルフォ ₁. ₆ ₀. ₇ ₄, ₇₄₆
ＫＬａｂ ― ₁. ₇ ₂, ₂₇₆
アイスタイル ― ₂. ₆ ₁, ₈₇₂
エムアップ ― ₂. ₂ ₁, ₇₆₄
アートスパーク HD ― ₂. ₂ ₂, ₂₈₁
モブキャスト ― ₃. ₅ ₃, ₆₂₉
コロプラ ₀. ₅ ― ―
モバイルクリエイト ₀. ₅ ― ―
ブイキューブ ₀. ₄ ― ―
ソフトウェア・サービス ― ₀. ₅ ₂, ₁₅₀
シリコンスタジオ ― ₀. ₂ ₁, ₉₅₀
伊藤忠テクノソリュー ― ₀. ₅ ₂, ₆₂₅
ＷＯＷＯＷ ― ₀. ₂ ₁, ₅₆₂
日本ＢＳ放送 ₀. ₁ ― ―
日本電信電話 ₁. ₅ ₀. ₃ ₂, ₂₄₂
ＫＤＤＩ ₁ ― ―
沖縄セルラー電話 ₁ ― ―
コナミ ₃ ₁. ₇ ₃, ₇₆₈

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

ソフトバンク ₃ ― ―
卸売業（3． ₉％）

エレマテック ― ₀. ₇ ₂, ₁₅₂
あい ホールディングス ₃. ₅ ― ―
大光 ― ₀. ₄ ₃₅₈
クリヤマホールディングス ― ₁. ₇ ₂, ₃₉₁
佐鳥電機 ₁ ― ―
ナ・デックス ― ₃ ₂, ₉₇₉
シークス ― ₁. ₁ ₃, ₂₀₁
三菱商事 ₁. ₅ ― ―
三谷商事 ― ₀. ₆ ₁, ₆₁₀
トラスコ中山 ― ₀. ₆ ₂, ₂₃₅
日本電計 ― ₁. ₇ ₂, ₆₉₉

小売業（5． ₆％）
サンエー ₁ ― ―
三越伊勢丹ＨＤ ₂ ― ―
ミサワ ― ₁. ₇ ₁, ₄₁₉
エー・ピーカンパニー ― ₁ ₁, ₈₅₀
トーエル ― ₃ ₂, ₄₆₃
セブン & アイ・HLDGS ₁ ― ―
トリドール ― ₀. ₉ ₁, ₄₈₇
ノジマ ― ₁. ₅ ₃, ₇₈₇
ハンズマン ₁. ₇ ₁. ₃ ₂, ₅₃₅
ファーストリテイリング ― ₀. ₂ ₉, ₃₉₀
サックスバーホールディング ― ₁. ₃ ₂, ₅₃₆

銀行業（0． ₉％）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₁₅ ― ―
三井住友フィナンシャル G ₁. ₅ ― ―
山陰合同銀行 ― ₄ ₄, ₂₀₀
みずほフィナンシャルＧ ₂₅ ― ―

証券、商品先物取引業（―）
ＦＰＧ ₂ ― ―
野村ホールディングス ₃ ― ―

その他金融業（―）
オリックス ₂. ₅ ― ―

不動産業（1． 7％）
常和ホールディングス ― ₀. ₆ ₂, ₇₉₀
ムゲンエステート ― ₁. ₃ ₂, ₅₃₁
三井不動産 ₂ ― ―
三菱地所 ₃ ― ―
住友不動産 ₁ ― ―
シノケングループ ― ₁. ₇ ₂, ₂₄₄
トーセイ ₃ ― ―
サンフロンティア不動産 ₂ ― ―

サービス業（₉． 8％）
ネクスト ― ₃ ₃, ₅₀₇
ミクシィ ― ₃. ₅ ₁₇, ₃₉₅
タケエイ ― ₁. ₇ ₁, ₈₁₀
ＧＣＡサヴィアン ― ₁. ₇ ₂, ₅₅₀
サイネックス ― ₁ ₁, ₉₁₉

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円

キャリアデザインセンター ― ₁. ₇ ₁, ₇₇₄
エムスリー ₀. ₀₄ ― ―
シンワアートオークション ₄. ₅ ― ―
ファンコミュニケーションズ ₂. ₅ ₂. ₆ ₂, ₆₁₀
サイバーエージェント ₂ ― ―
楽天 ₃ ― ―
フルキャストホールディングス ― ₃. ₅ ₂, ₅₉₀
ベクトル ― ₀. ₉ ₁, ₃₅₈
M&A キャピタルパートナー ― ₀. ₉ ₂, ₉₈₃
ライドオン・エクスプレス ₀. ₅ ― ―
メドピア ― ₁. ₃ ₂, ₁₁₉
カナモト ― ₀. ₇ ₂, ₄₆₇
船井総研ホールディン ― ₁. ₅ ₁, ₆₅₀

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₃₁₆. ₉₄ ₃₈₁. ₄ ₄₅₅, ₆₀₀

銘柄数＜比率＞ ₉₂銘柄 ₁₄₈銘柄 ＜₉₇. ₄％＞
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₄₅₆, ₁₂₈  ₈₃. ₇ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₈₉, ₀₂₉ ₁₆. ₃ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₅₄₅, ₁₅₇ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 544， 477， ₉02円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₁₂, ₉₂₉, ₉₀₃  
株 式（評価額） ₄₅₆, ₁₂₈, ₀₀₀  
未 収 入 金 ₇₃, ₇₈₁, ₇₉₉  
未 収 配 当 金 ₃₉₈, ₂₀₀  
差 入 委 託 証 拠 金 ₁, ₂₄₀, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 7₆， ₆78， 521  
未 払 金 ₅, ₇₇₀, ₄₉₁  
未 払 収 益 分 配 金 ₆₇, ₃₆₉, ₅₂₇  
未 払 解 約 金 ₁, ₁₀₃, ₃₃₃  
未 払 信 託 報 酬 ₂, ₄₂₂, ₀₉₂  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₃, ₀₇₈  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 4₆7， 7₉₉， 381  
元 本 ₃₇₄, ₂₇₅, ₁₅₄  
次 期 繰 越 損 益 金 ₉₃, ₅₂₄, ₂₂₇  

（Ｄ）受益権総口数 374， 275， 154口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 12， 4₉₉円

＊ 期首における元本額は₄₂₄, ₆₈₁, ₅₄₇円、当期中における追加設定元本額は
₈, ₅₈₁, ₀₅₉円、同解約元本額は₅₈, ₉₈₇, ₄₅₂円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₂, ₄₉₉円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₃ 月₂₅日　至₂₀₁₅年 ₃ 月₂₄日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 5， 5₉₆， ₆57円

受 取 配 当 金 ₅, ₅₈₂, ₆₆₄
受 取 利 息 ₉, ₃₈₇
そ の 他 収 益 金 ₄, ₆₀₆

（Ｂ）有価証券売買損益 143， 204， ₆53
売 買 益 ₁₈₇, ₆₈₀, ₉₄₅
売 買 損 △ ₄₄, ₄₇₆, ₂₉₂

（Ｃ）先物取引等損益 244， 324
取 引 益 ₂₄₅, ₆₆₄
取 引 損 △ ₁, ₃₄₀

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ 4， 744， 753
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 144， 300， 881
（Ｆ）前期繰越損益金 18， 32₉， 100
（Ｇ）追加信託差損益金 △ 1， 73₆， 227

（配 当 等 相 当 額）（ ₄₁, ₈₃₀, ₄₅₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₄₃, ₅₆₆, ₆₇₉）

（Ｈ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） 1₆0， 8₉3， 754
（Ｉ）収 益 分 配 金 △ ₆7， 3₆₉， 527

次期繰越損益金（Ｈ＋Ｉ） ₉3， 524， 227
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₁, ₇₃₆, ₂₂₇

（配 当 等 相 当 額）（ ₄₁, ₈₃₀, ₄₅₂）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₄₃, ₅₆₆, ₆₇₉）
分 配 準 備 積 立 金 ₉₅, ₂₆₀, ₄₅₄

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₅, ₄₁₈, ₇₂₉円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₇₁, ₃₇₇, ₆₈₃
（ｃ）収 益 調 整 金 ₄₁, ₈₃₀, ₄₅₂
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₈₅, ₈₃₃, ₅₆₉
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂₀₄, ₄₆₀, ₄₃₃
（ｆ）分 配 金 ₆₇, ₃₆₉, ₅₂₇
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₃₇, ₀₉₀, ₉₀₆
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₃₇₄, ₂₇₅, ₁₅₄口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 1， 800円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₃ 月₂₄日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₂, ₄₉₉円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について
　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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